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１ 子ども・子育て支援事業計画の策定にあたって 
東西文化の接点にある地理的・歴史的な要所として風土に恵まれた当町は、子どもたち

が幼い頃から「美しい自然を護り、誇りある歴史と伝統を大切にする心」を育み、「ふるさ
とを受け継ぐすこやかな青少年の育成」を目指してきました。 
しかしながら、我が国の急速な少子・高齢化は社会経済への深刻な影響を与えるものと
懸念されています。この問題は、子どもと家庭を取り巻く環境にも大きな影響を与えてお
り、本町においても例外ではありません。 
このような社会情勢の変化の中、国において「子ども・子育て支援法」をはじめとする
子ども・子育て関連３法を成立させ、平成２７年４月より「子ども・子育て支援新制度」
をスタートさせました。当町においても、平成２７年３月に「関ケ原町子ども・子育て支
援事業計画」を策定し、子育て支援を総合的に進めてまいりました。 
また、平成 30 年に策定した「関ケ原町総合計画」においても、将来像を「笑顔あふれ 
活気みなぎる 古戦場のまち せきがはら」とし、子どもから高齢者まで、すべての住民
が笑顔で住み続けられるまちづくりを進めています。 
この度、令和元年度で『関ケ原町子ども・子育て支援事業計画』が最終年度を迎えます。

今後も引き続き計画的に子育て支援の施策を推進するために『第２期 関ケ原町子ども・
子育て支援事業計画』を策定し、社会状況の変化に対応しつつ、各計画と連携しながら、
子ども・子育て支援施策を総合的に推進し、切れ目のない支援による子育て環境の充実を
めざしていきたいと考えています。 

  

２ 計画の位置付け 
本計画は、次世代育成支援対策推進法による「市町村行動計画」として策定するととも

に、関ケ原町総合計画の子ども・子育てに関連する分野の部門別計画として位置付け、さ

らに、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」及び「子どもの貧困対策に関する大綱」を

勘案した対策に係る町の方針としての位置付けを含むものです。 
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３ 計画の期間 
子ども・子育て支援法第６１条において、市町村は 5年を 1期とする「市町村子ども・

子育て支援事業計画」を定めるものとされています。本計画は、令和元年度に最終年度を

迎える第１期計画に続き、令和２年度から令和６年度までの５か年を計画期間とします。 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

  

４ 子どもと家庭を取り巻く現状 

（１）年齢別児童数の推移 

平成 31 年３月末現在で、本町の０歳から５歳の子ども人口は 203 人、６歳から 11 歳の

子ども人口は 285 人となっており、平成 31 年を除きすべての年齢で減少傾向となってい

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）母親の就労状況 

「パート・アルバイト等で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない」の割合が

35.4％と最も高く、次いで「フルタイムで就

労しており、産休・育休・介護休業中ではな

い」の割合が32.3％、「以前は就労していたが、

現在は就労していない」の割合が 23.1％とな

っています。 
 
 
 
  

％

フルタイム（※１週５日程度・１日８

時間程度）で就労しており、産休・

育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産

休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等（※フルタイ

ム以外）で就労しており、産休・育

休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労してお

り、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就

労していない

これまで就労したことがない

無回答
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資料：関ケ原町子育て支援に関するアンケート調査

調査結果報告書

６歳 ７歳 ８歳 ９歳 10歳 11歳

平成30年度調査

(回答者数 = 130)
平成25年度調査

(回答者数 = 184)

第２期 関ケ原町子ども・子育て支援事業計画 

資料：住民基本台帳（各年３月末現在） 
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５ 施策の展開 
 

基本目標１ 子育てのすばらしさを伝え、次代の親を育てよう 
仕事と子育てを両立できる環境づくりの観点から、多様な保育サービスや放課後児童対

策の充実を図っていくとともに、ワーク・ライフ・バランスの理解や促進に努め、「子育て

しやすい環境づくり」を推進します。 

〇 子育て意識の醸成  
〇 仕事と子育ての両立の推進  

 

基本目標２ 子どもの豊かな心とたくましく生きる力を育てよう 

乳幼児期における保育サービスの充実や就学児童の放課後の居場所の充実を計画的に

進めるとともに、子どもの成長に応じた適切な支援が受けられる、子育てしやすい環境の

整備を進めます。 

また、すべての子どもの自主性や社会性の育成や教育力の強化など、子どもの健やかな

成長と発達を総合的に支援していきます。 

〇 幼児期における教育・保育の充実 
〇 特別な支援が必要な子どもに対する 教育・保育の充実 
〇 小学校への滑らかな接続  

 

基本目標３ 子どもが健やかに生まれ育つまちをきずこう 
子育てに不安や悩みを抱えた保護者や子育て家庭が孤立することがないよう、多様化す

る相談に応え、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援が受けられることで、妊産

婦とその家族が健やかに生活できるような取り組みを進めます。 

また、すべての子どもが心身ともに健康で過ごせる環境づくりに取り組み、子どもの特

性に合わせた継続的な支援を充実します。 

〇 相談支援、情報提供の充実  
〇 母子保健サービスの充実  
・妊婦健康診査 
・乳児家庭全戸訪問事業 
・病児・病後児保育 
・乳幼児健診  

〇 配慮が必要な子どもへの支援  
・養育支援訪問事業 
・児童虐待防止対策の推進（子どもを守る地域ネットワーク） 
・子どもの権利擁護の推進 
・子育て短期支援事業(ショートステイ事業) 
・医療機関との連携 
・社会的養護体制の充実 
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基本目標４ 安心して子育てのできるまちをきずこう 
子どもが安心して外出し、のびのびと遊ぶことができるよう、安全・安心な環境の整備

に努め、安心して子育てできる環境づくりに取り組みます。 

また、安心して子育てをするために相談・情報提供の充実を図るとともに、経済的支援

の充実、ひとり親家庭への支援など、総合的な支援体制づくりを推進します。 

〇 子育て支援サービスの充実 
・時間外保育 

・一時預かり事業 

・利用者支援 

〇 地域ぐるみの子育ち・子育て支援の促進 
・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の充実 

・ファミリー・サポート・センター事業 

・地域子育て支援拠点事業（子育てコミュニティー） 

〇 ひとり親家庭の自立支援の推進  

〇 子育て家庭への経済的支援 
（子どもの貧困対策含む）  

〇 安全・安心なまちづくり 

〇 地域の人々の支え合いによる 
家庭支援の仕組みづくり  

   

６ 計画の推進に向けて 
計画の適切な進行管理を進めるために施策の進捗状況について把握するとともに、「関

ケ原町子ども・子育て会議」にて、「ＰＤＣＡサイクル」による「継続的改善」の考え方を

基本として点検、評価し、この結果を公表するとともに、これに基づいて対策を実施する

ものとします。 
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７ 施策の体系 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

〔 基本理念 〕 〔 施策の方向性 ］ 〔 基本目標 〕 

子
ど
も
が
健
や
か
に
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安
心
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子
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て
が
で
き
る
ま
ち 

（１）子育て意識の醸成 

（２）仕事と子育ての両立の推進 

（１）幼児期における教育・保育の充実 

（２）特別な支援が必要な子どもに対する教育・
保育の充実 

（３）小学校への滑らかな接続 

（２）母子保健サービスの充実 

（３）配慮が必要な子どもへの支援 

（１）子育て支援サービスの充実 

（２）地域ぐるみの子育ち・子育て支援の促進 

（３）ひとり親家庭の自立支援の推進 

（４）子育て家庭への経済的支援（子どもの貧困
対策含む） 

（５）安全・安心なまちづくり 

（６）地域の人々の支え合いによる家庭支援の仕
組みづくり 

１ 子育てのすばら
しさを伝え、次
代の親を育てよ
う 

２ 子どもの豊かな
心とたくましく
生きる力を育て
よう 

３ 子どもが健やか
に生まれ育つま
ちをきずこう 

４ 安心して子育て
のできるまちを
きずこう 

（１）相談支援、情報提供の充実 
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８ 教育・保育の量の見込み 

（１）量の見込みの算出について 

「量の見込み」については、各事業の教育・保育提供区域ごとに、以下の計算式を

基本として算出を行いました。 
     母親

 

 

 

 

父親 

ひとり親

フルタイム

就労（産休・

育休含む）

パートタイム就労（産休・育休含む）

未就労
120 時間

以上 

120 時間未満 

64 時間以上 

64 時間

未満 

ひとり親 タイプＡ      

フルタイム就労 

（産休・育休含む） 

 

タイプＢ タイプＣ タイプＣ’ 

タイプＤ
パートタ

イム就労

（産休・  

育休含む）

120 時間以上
タイプＣ タイプＥ  

120 時間未満

64時間以上
タイプＣ’ 

 

64 時間未満

未就労 タイプＤ タイプＦ

 
 

（２）「量の見込み」を算出する項目 
〔教育・保育の量〕             〔地域子ども・子育て支援事業〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記以外に、下記の地域子ども・子育て事業があるが、ニーズ

調査に基づき量を見込むものではないため、国の動向や本町の

実情を踏まえて今後の方向性を明記します。 

・利用者支援事業 

・妊婦健康診査 

・乳児家庭全戸訪問事業 

・養育支援訪問事業等 

・実費徴収に係る補足給付を行う事業 

・多様な主体が本制度に参入することを 

 促進するための事業  

対象事業（認定区分） 対象年齢

教育標準時間認定 
幼稚園 
認定こども園 １号認定 

３～５歳保育認定 幼稚園 

２号認定 
保育認定 

認定こども園
保育園 

保育認定 

認定こども園
保育園 
地域型保育 

３号認定 ０～２歳

対象事業 対象児童

時間外保育事業 ０～５歳 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） １～６年生 

子育て短期支援事業 

（ショートステイ）（トワイライトステイ） 

０～５歳 

１～６年生 

地域子育て支援拠点事業 ０～２歳 

一時預かり事業（在園児型の一時預かり） ３～５歳 

       （その他） ０～５歳 

病児保育事業 
０～５歳 

１～６年生

子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事業） 

０～５歳 

１～６年生

 

× 

× 

‖ 

保育の必要性あり 保育の必要性なし
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９ 教育・保育の量の見込みと確保方策 
① 幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育の量の見込み・提供体制 単位：人 

 区分 
実績 推計 

平成30年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

１号認定 
（３歳以上） 

見込み量 
8 

16 16 17 17 17 

確保量 17 17 17 17 17 

２号認定 
（３歳以上） 

見込み量 
97 

84 82 88 91 91 

確保量 92 92 92 92 92 

３号認定 
（１・２歳） 

見込み量 
38 

40 41 41 33 32 

確保量 48 48 48 48 48 

３号認定 
（０歳） 

見込み量 
10 

15 14 14 13 13 

確保量 15 15 15 15 15 

② 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み・提供体制       単位：人 
事  業 区分 

実績 推計 
平成30年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

利用者支援事業 
見込み量 － 

（箇所数）

1 1 1 1 1 

確保策 1 1 1 1 1 

時間外保育事業 
見込み量 15 

（人） 
15 15 15 15 14 

確保策 18 18 18 18 18 
放課後児童健全
育成事業 

（放課後児童クラブ） 

見込み量 30 
（人） 

34 30 31 27 27 

確保策 50 50 50 50 50 

子育て短期支援事業 
（ｼｮｰﾄｽﾃｲ事業） 

見込み量 － 
（年間延べ人数）

0 0 0 0 0 

確保策 － － － － － 

乳児家庭全戸訪問
事業 

見込み量 29 
（人） 

29 28 27 26 25 

確保策 保健師が生後２か月までの乳児に対して全戸訪問を実
施し、全家庭の状況把握に努める。

養育支援訪問事業 
見込み量 － 

（年間延べ人数）
1 1 1 1 1 

確保策 養育上必要な対象者には、継続的な訪問を実施。 

地域子育て 
支援拠点事業 

見込み量 620 
（年間延べ人数）

564 564 491 474 458 

確保策 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

一時預かり事業 
見込み量 18 

（年間延べ人数）
26 26 25 25 25 

確保策 30 30 30 30 30 

病児保育事業 
見込み量 － 

（年間延べ人数）
6 6 5 6 5 

確保策 6 6 6 6 6 

ファミリー・サポート・
センター事業 

見込み量 － 
（年間延べ人数）

0 0 0 0 0 

確保策 － － － － － 

妊婦健康診査 
事業 

見込み量 
26 
（人） 

29 28 27 26 25 

確保策 

県内及び県外医療機関において、妊婦健診受診票を
母子健康手帳交付時に発行。県外受診者には助成金を交付。 
 一般妊婦健診・子宮がん検診・Ｂ型肝炎抗原検査・梅毒
検査等の検査項目を妊娠期に実施。

  
第２期 関ケ原町子ども・子育て支援事業計画 概要版  令和２年３月 
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